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高速炉の実用化に向けたこれまでの研究開発と反映 

基盤技術開発/基礎研究 
炉物理、熱流動、安全、構造・材料（民間規格策定への貢献）、計測、燃料材料など 

常陽の成果（高速増殖炉の原理確認） 

• 炉心性能検証：（一部） 
• Na機器等の設計技術検証：（途中） 
• プラント運転性：（一部） 

• 高速炉炉心の基本性能確認（増殖性能、反応度特性） 
• Naループシステム基本性能確認 (自然循環等) 
• Na機器の運転特性確認、保守・補修（中間熱交換器交換、炉心上部構造交換） 

実証技術の確立 
  次期炉の設計・建設           操業 

次期炉の成果（大型発電炉にむけた性能、経済性実証） 

高速増殖炉サイクル 
実用化研究開発 
（FaCT） 

• 経済性等の開発目標を達成可能なNa冷却、
MOX燃料高速炉の概念の創出 

 （高速炉サイクルシステムの概念設計） 

も
ん
じ
ゅ 

常
陽 

• 発電炉炉心、機器、システム
の設計技術 

• Na機器の製作技術・実績 
• プラント建設技術・実績 

性能試験（４０%出力まで）：約６割終了 

 国際協力(進展中) 
• GIF：安全設計クライテリアの国際的
整備 

• カザフスタン：安全性炉内試験
(EAGLE)等 

• 日仏協力(ASTRID)、日米協力等 

今後の研究開発 

設計・建設：完了 

【成果の反映度】 

• 常陽、もんじゅの設計・建設技術は次期炉
設計に既に反映可能 

• もんじゅ設計技術の検証は一部反映可能 

• 残る設計技術検証、設計反映も含めた運
転・保守技術などは、もんじゅ運転再開後
取得 

• FaCTでは、実用高速炉の概念を創出し、次
期炉概念設計の準備完了 

もんじゅの成果（発電炉としての技術確認） 
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• もんじゅ運転実績の蓄積による高速
炉用の保全技術構築、運転・保守
管理技術構築、供用期間中検査
技術(ISI)構築、高燃焼度燃料健
全性確認など 

• 常陽、もんじゅを活用した廃棄物有
害度低減実証の照射試験
(GACID等)等 

• 常陽での照射試験 

• AtheNaなどNa実証試験研究 
• SA等の安全研究  など 



「もんじゅ」 のこれまでの経緯 2 

（取得した成果） 
〇 「もんじゅ」は、発電機能を有する実規模の高速増殖原型炉として、純国産技術で設計・製作・建設し、これまで

に、ループ型高速炉発電システムの成立性を初めて確認し、４０％出力までの機能・性能を確認。 
○ 建設により、炉心・燃料、機器・ｼｽﾃﾑ、ﾅﾄﾘｳﾑ取扱等の設計・取扱技術に加え、次期炉、軽水炉他へ活用でき

る大型機器製造技術等の多くの技術、「高速増殖炉安全設計審査指針」等の国の指針類の整備に寄与。 
○ ２度の大きな事故・ﾄﾗﾌﾞﾙを克服すると共に、運転に伴う中小のﾄﾗﾌﾞﾙ対応を経験し、知的財産の蓄積やﾅﾄﾘｳﾑ

取扱人材の育成等に貢献。 
○ ここで得られた技術の更なる改良と改善を進め、次期炉（実証炉）用技術を開発 

～H4年 もんじゅ設計・建設 

H7年8月～ 性能試験（40％出力試験） 

H6年4月 初臨界、 Ｈ7年8月 初送電、 

Ｈ5年10月～ 性能試験（臨界試験）の実施 

H7年12月  ナトリウム漏えい事故 

H22年5月 性能試験再開  

H22年8月 炉内中継装置落下  

～現在 運転再開を目指して準備中 

性能試験再開 

性能試験 -初臨界- 

【定格出力】 28万ｋＷe 
【運転実績】 原子炉運転時間：5300 時間 
        発電時間：883 時間 
        発電電力量：１億kWh 

原型炉「もんじゅ」 

オールジャパン体制で建設 （日立、東芝、三菱、富士） 

電力の支援を得て、性能試験・運転を開始 

H26年4月 エネルギー基本計画（閣議決定） 

集中改革：H25年10月〜H27年3月 

定着と再生フェーズ：H27年4月~ 

H25年9月 もんじゅ研究計画（文部科学省） 



○平成２５年９月、「もんじゅ研究計画」策定（文部科学省） 

炉心確認試験などのＨ２4年までの実績を踏まえ、これ以降「もんじゅ」で成果を取得して
いく計画を以下の分野に整理して立案した。 

１ 炉心・燃料技術、 ２ 機器・システム設計技術 

３ ナトリウム取扱技術、 ４ プラント運転・保守技術、 ５ 安全機能確認・評価技術 

○今回、「もんじゅ」成果について、設計以降、前回性能試験（Ｈ6年）、炉心確認試験（Ｈ22年）
など、現在までに取得したものを整理した。 

  なお、「もんじゅ研究計画」の現在までの進捗においては、「４ プラント運転・保守技術」のうち保全プログラム作成
や、「５ 安全機能確認・評価技術」のうち、新規制基準対応として進める重大事故関連の取り組みなど限定的なもの
となった。 

○現時点での「もんじゅ」成果の取得状況を概括するため、もんじゅに係る開発プロセスを考慮
し、以下のカテゴリで整理し、別紙にとりまとめた。 

A：設計・製作・建設から取得する成果 

B：試運転・運転を通じて検証・取得する成果 

C：運転管理・保守管理を通じて取得する成果  

Ｄ：ﾅﾄﾘｳﾑ漏洩事故等 ﾄﾗﾌﾞﾙ対策を通じて取得する成果 

E：新規制基準への適合性審査対応、保守管理上の不備への対応等の付加された
取組みから取得する成果 

「もんじゅ」成果の取りまとめ（考え方） ３ 



「もんじゅ」各段階での成果の代表的なもの（  ）を次頁以降に示す。 

「もんじゅ」各段階での主な成果 4 

③将来炉設計に必要な高速炉安全評価手法の開
発・検証（もんじゅデータの利用） 

⑨40％出力運転の実施 

（原子炉起動：5300時間、発電：883時間） 

①増殖比の設計値達成 

③燃焼に係る高速炉炉心核特性の把握 

⑤高燃焼度での燃料健全性確認 

⑦Am等含有MOX燃料の照射挙動（含むＧＡＣＩＤ） 

⑭高速炉発電システムの安定稼働・信頼性実証 

⑰自然循環による崩壊熱除熱能力の実証 

B：試運転・運転を通じて検証・取得する成果 

⑧将来炉設計に必要な炉心評価手法の開発・検証 

⑪将来炉設計に必要な規格・基準類策定への貢献 
（構造規格・材料基準、核データ、ＦＢＲ維持基準） 

①耐震設計関連の安全性向上対策 

C：高速炉の運転管理・保守管理を通じて取得する成果 

E：新規制基準への適合性対応等から取得する成果 

今後取得する成果 

Key： 取得した成果 

当初以降の付加役割 

もんじゅ 

①ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい対策技術 

②ﾅﾄﾘｳﾑ機器の補修技術 

Ｄ：ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい事故等 ﾄﾗﾌﾞﾙ対策を通じて取得する成果 

①ﾅﾄﾘｳﾑ管理技術（純度管理、移行挙動等） 

①高速炉炉心設計手法（含むｺｰﾄﾞ）の確立 

③高温構造設計手法の確立 

④原子炉容器等薄型高温構造物設計・製作技術 

の確立 

⑥蒸気発生器設計・製作技術の確立 

⑧供用期間中遠隔検査装置開発 

A：設計・製作・建設から取得する成果 

⑤大型機器の製作・据付技術の確立 

⑦燃料取扱機等ナトリウム機器設計・製作技術確立 

⑮伝熱性能等の経年特性の把握、ＩＳＩ・ｻｰﾍﾞﾗﾝｽ材に
よる健全性確認、解体時の経年データ取得 

②劣化メカニズムに基づく高速炉プラントの保全計
画構築 

③点検経験蓄積による高速炉保守管理技術 

③運転時のトラブル経験か
ら得られる知見蓄積 

④Am含有高速炉炉心核特性の把握 

④重大事故対応 

（重大事故対策の有効性評価手法、設備改造・機
能確認、重大事故対応手順の確立） 

②40％時の高速炉炉心核特性の把握 
②高燃焼度燃料・材料の設計・製作手法の確立 

⑥新型燃料等照射試験 

機器・ 

ｼｽﾃﾑ 

安全 

⑬100％出力の運転データ・過渡特性把握 

⑯燃料取扱機等の取扱実績 

②供用期間中検査装置の実機での検証 

⑫40％出力の過渡特性把握 

機器・ 

ｼｽﾃﾑ 

安全 

⑩将来炉設計に必要な熱流動解析手法の開発・検証 

機器・ 

ｼｽﾃﾑ 

⑨高速炉の安全評価手法の確立 安全 

Na取扱 

運転保守 

運転保守 

炉心燃料 
炉心燃料 

運転保守 

④運転経験に基づく運転手順書類/保安規定の整備 

Na取扱 



高速炉炉心設計手法（含むコード）の確立 

・臨界実験に基づく検証や補正・設計余裕の設定により炉心設計

手法を構築（下図）し、もんじゅ炉心を設計。 

・40％出力までの試験で炉物理データ（過剰反応度、制御棒価値

、等温温度係数、反応率分布、出力係数等）を取得。 

⇒ 40％出力状態までで高次化Pu 組成炉心特性の確認ともんじ

ゅ炉心設計手法（核データ、解析コード）の精度評価（右上図

）。また、反応率分布測定値に基づく増殖比評価により、設計

値とほぼ同じ増殖比を確認（右下図）。 

⇒ もんじゅ炉心設計手法の妥当性を確認。 

⇒ 実証炉の中性子スペクトルに近い「もんじゅ」において妥当

な炉心設計を実現。 

⇒ 臨界実験に基づくもんじゅ炉心設計手法の構築、炉心設計及

び許認可等の一連のアプローチは確立（次期炉に適用可能）。 

取得済成果（ 40％出力までのデータ） 

〇 箔放射化法による反応率分布測定値に基づく「増殖比評価」 
 ⇒ 「増殖比」は設計値（約1.2）とほぼ同じ1.18であることを確認。 

増殖比の測定評価結果*4 

〇 もんじゅ炉心設計手法の解析値は測定値と設計余裕の範囲内で一致 
 ⇒ もんじゅ炉心設計手法の妥当性を確認。 

*1：「0」は解析値が測定値と一致する場合を示す。 *2：反応度の単位、 *3：主炉停止系 

領域 内側炉心 外側炉心 
軸方向 

ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ 

径方向 

ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ 

増殖比 

（測定評価値） 

0.40 0.21 0.21 0.36 

0.61 0.57 

1.18 

増殖比 

（設計値） 
約1.2 

 *4：初装荷炉心 

断面

スペーワイヤ サ

炉心燃料要素

ラッパ管

案内管

中性子検出要素

試験用集合体

（炉心領域）

中性子検出箔

スペーサペレット

試験用集合体Ａ(内側炉心用) ：3

試験用集合体Ａ(外側炉心用) ：2

試験用集合体Ｂ(ブランケット用)：3

試験用しゃへい体 ：4

中性子検出要素
試験用集合体の構造図 

Pu-239 箔 

U-235 箔 

U-238 箔 

Ａ：設計・製作・建設から取得する成果  
Ｂ：試運転・運転を通じて検証・取得する成果 

  ： 解析値と測定値の「相対差」 

性能試験（H6～H7年）の試験データに基づく設計評価（例） 

5 【炉心燃料】 ①高速炉炉心設計手法（含むｺｰﾄﾞ）の確立  

【炉心燃料】 ①増殖比の設計値達成 
         ②40％時の高速炉炉心核特性の把握 

過剰反応度
データ

制御棒価値
データ

等温温度係数
データ

反応率分布測定
データ

もんじゅ
増殖炉心の
性能評価

妥当性確認

核データ 設計用データ（26群）

燃料集合体計算 均質モデル

炉心計算 2次元拡散理論＋補正

実験による補正 臨界実験に基づく補正

40％出力までの試験臨界実験：
- MOZART

（ZEBRA）
- SEFOR

等

もんじゅ炉心設計手法

出力欠損反応度
測定データ

過剰反応度 

＋1%Δk/k*2 

制御棒価値*3 

設計 

余裕 

等温温度係数 

＋10% ＋30% 

出力欠損反応度 

＋30% 

－1%Δk/k －10% －30% －30% 

0 *1 



・アメリシウム（Am）を含む炉心の臨界試験で取得した炉物理

データ（臨界性、制御棒価値、等温温度係数等） 

⇒ 臨界状態での高次化Pu 組成／Am含有炉心の炉心特性の確認

と最新の炉心設計手法（核データ、解析コード）の精度評価

（右図） 

⇒ 最新の炉心設計手法の妥当性を確認 

性能試験（H22年）の試験データに基づく解析精度評価（例） 

 高速炉の炉心の特徴： アメリシウムを含む 
 

《平成6年の性能試験時に使用した燃料＋長期保管した新燃料＋新たに製造した燃料》 

⇒ アメリシウムを約1.5%含有する炉心のデータ ：  

世界的に希少、核データライブラリ（注）の検証に有用 

〇 原子力機構が、FBR実用化に向けて整備してきたアメリシウムを含む

炉心の解析コードを、平成22年の「炉心確認試験」に適用。 

 ⇒ 解析精度は実用化に向けた目標精度以内であることを確認。 

〇 実用化を目指す高速炉の炉物理研究にとって世界的にも貴重な、アメ

リシウムを約1.5％含む炉心のデータを取得。アメリシウムを約0.5％

含む炉心（平成6年）との解析精度の比較から、JENDL-4.0はアメリシ

ウムの含有率に依らず、精度のよい解析が可能であることを証明。 

 ⇒ アメリシウムを含む炉心の核特性評価には日本のJENDL-4.0が適し

ていることを確認。 

臨界性 

＋0.6% 

制御棒価値 ドップラ係数 

実用化の 

目標精度 

（等温温度係数） 

（2σ相当） 

＋6% ＋15% 

   ： 解析値と測定

値の「相対差」 

核データライブラリ： 

JENDL-4.0を使用 

（注） 核計算の基本となる 
核反応断面積データ 

Ｂ：試運転・運転を通じて検証・取得する成果 

臨界性 
データ 

制御棒価値 
データ 

等温温度係数 
データ 

もんじゅ 

Am含有炉心 

の性能評価 

妥当性確認 

臨界試験 臨界実験： 

 - JUPITER 

 （ZPPR） 

   等 

最新の炉心設計手法 

実験による補正  臨界実験（ZPPR）、
もんじゅ試験データで構築した広範な
実験データベースに基づく補正 

炉心計算   3次元拡散理論＋輸送
補正、超微細群効果補正（10万群）等 

燃料集合体計算   非均質モデル 

核データ  最新ライブラリ（JENDL-4.0） 

取得済成果（臨界試験のデータ） 

6 【炉心燃料】 ④Am含有高速炉炉心核特性の把握 
         ⑧将来炉設計に必要な炉心評価手法の開発・検証 

次期炉の 

炉心設計 

へ反映 

過剰反応度、制御棒価値等の予測精度・設計精度の向上に
より、次期炉の炉心設計・炉心管理の合理化を実現。 

次期炉への展開 

－6% －0.6% －15% 

0 *1 

*1：「0」は解析値が測定値と一致する場合を示す。 



「高速原型炉第１種機器の高温構造設計指針」（BDS）及び 

「同 材料強度基準等」（1984）（旧 科学技術庁）  
 設計手法として弾性解析に基づく汎用評価法を開発し、先行基準と

比較し設計可能範囲を大幅に拡張。 

 国産材料データに基づき信頼性の高い材料強度基準を策定。 

 先行基準にはない環境効果評価法（ナトリウム環境及び中性子照射
効果）も新たに規定し、より信頼性の高い設計を実現。 

＜当時の先行基準＞米国機械学会（ASME）規格 Code Case 
 N-47 (1979) “Class 1 Components in Elevated Temperature Service” 

■「もんじゅ」の技術開発ニーズと課題 

   ○機器の大型化および高温化 

   ○安全性を確保したうえでの経済性向上 

      ⇒材料の高温強度の把握と評価 

      ⇒構造物（配管等）の破損挙動の把握と評価 

Ａ：設計・製作・建設から取得する技術  
【設備・ｼｽﾃﾑ】 ③ もんじゅのための高温構造設計手法の確立 

（取得済成果） 「もんじゅ」のための高温構造設計手法の開発と規格化 
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得られた成果：もんじゅの合理的な構造設計 

材料試験施設を整
備し系統的にデータ
を取得。国産材料に
基づくデータベース
を構築 

構造物試験施設を整
備しもんじゅの機器
を模擬した構造の挙
動を把握 

先行基準による設計 もんじゅの設計 

実施内容：高温構造設計手法の開発 

基準化 

試験データに基づき独自の評価法を開発 

容器や配管の合理的設計により高い安全性・経済性を実現 

• 日本機械学会（JSME）発電用原子力設備規格（軽水炉規格と同列）として発刊（設計・建設規格第II編 高速炉規格（2005））。 

• 上記規格は実証炉向けの設計手法高度化のベースを形成。実証炉候補材の規格化（2012年版）等を継続中。さらに、その
成果の一部は米国機械学会規格にも反映中（ASME Boiler and Pressure Vessel Code Case N-812, 2013年等）。 

次期炉への展開：民間（学協会）規格化 

配管の「高所水平引き回し」
を実現 
 

※高所引き回し：配管の破損
時にも冷却材液位を確保し安
全性を確保 

※水平引き回し：物量を削減し
経済性を向上 

例：1次冷却系配管の設計 

＜規格化の必要性＞ 
  ○高速炉の実用化に向けて、構造設計手法を

国の技術基準に対応する民間（学協会）規格
の形で整備しておくことが必須。 

原子炉容器 

中間熱交換器 



Ａ：設計・製作・建設から取得する技術 
  【機器・ｼｽﾃﾑ】 ④原子炉容器等薄型高温構造物設計・製作技術の確立 
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大型原子炉容器の応力緩和技術開発 

高速炉では軽水炉よりも運転温度が高くかつ原子炉出入口における温度差が大きいため、原子炉容器には相対的に大き
な熱応力が発生する。このため、大径の薄肉容器に対する熱流動の詳細な評価や、熱応力を緩和する技術開発が必要。 

（取得済成果） 
 高速原型炉第1種機器の高温構造設計指針（BDS）による熱過渡評価手法の確立 

 温度成層化の水およびナトリウムによる炉外試験や40％出力からのトリップ試験により、温度成層化現象を解明すると
ともに解析評価手法を構築（妥当性確認含む） 

 40%性能試験時の原子炉トリップ時の過渡データから外挿したデータによる熱過渡評価への反映による運転合理化 
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ノミナル条件 

熱過渡条件 最大温度幅条件 

最大温度勾配条件 

397℃ 

529℃ 

原子炉容器出口の熱過渡 原子炉容器内の冷却材温度 原子炉容器液面近傍部の熱応力緩和 

次期炉への展開 

もんじゅの原子炉容器の応力緩和技術は、さらなる大型化が見込まれる次期炉の原子炉容器の設計にも採用できる。 



高強度大型部材の製作 大型部材の高精度機械加工 大型部材の高品質溶接 

Ａ：設計・製作・建設から取得する技術  
  【機器・ｼｽﾃﾑ】 ⑤大型機器の製作・据付技術の確立 
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大型原子炉容器の製作技術開発 

（取得済成果） 海外でも類を見ない工場内における大径薄肉容器の加工および検査を「大型円筒容器の
縦置き加工設備」等で可能にした。 
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上記の大型原子炉容器の製作技術は、高精度・高品質が要求される軽水炉の原子炉容器や国際熱核
融合実験炉（ITER）のTFコイル等の製作にも利用されている。 

次期炉への展開 

もんじゅの大型薄肉原子炉容器（内径約7m、板厚約50mm）の製作技術開発で得られた知見は、次期

炉の原子炉容器関連の製造技術開発に反映できる。また、これら製造設備は、次期炉の大型容器・機器
の製作にも利用される。 

もんじゅから関連分野への展開 



B：試運転・運転通じて検証・取得する成果 
【機器・ｼｽﾃﾑ】 ⑨４０％出力運転の実施／高速増殖発電システムの成立性の確認 
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（取得済成果） 
〇 高温機器のための設計基準を策定し、国内技術で設計・製作・建設した「もんじゅ」で４０％出力

（11.2万kWe）の発電運転を行うことができた。 
これにより、ループ型高速炉発電システムの成立性を日本で初めて確認し、わが国の高速炉発
電システム用設計手法や製作技術の基盤を確認することができた。 

 
 
 
 
 
 
 

【運転実績】 原子炉運転時間：5300h、 
発電時間：883h、 総発電量： １億kWh 

○ 今後の連続サイクル運転を通して、わが国の規制体系下に適合した運転管理・保守管理技術
等を開発・確立し、次期炉へ反映していく。 

○ 確認した設計手法や製作技術の基盤を更に改良・改善し、次期炉（実証炉）の設計手法、製作
技術の開発を行っていく。 

次期炉への展開 

○ 今後、１００％出力を達成し、設計手法等の妥当性
を検証するとともに、連続サイクル運転を通して、
ループ型高速炉発電システムの安定稼動・信頼性
を示していく。 



 Ｄ：ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい事故等 ﾄﾗﾌﾞﾙ対策を通じて取得する成果 
  【運転保守】①ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい時の早期収拾・安全確保方策の確立 

もんじゅナトリウム漏えい対策の設備改造 
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（取得済成果） 下図の手順で２種類の腐食機構（NaFe複合酸化型腐食及び溶融塩型腐食）を明らかにし、ナトリウム漏
えい時の床ライナの腐食減肉量の評価手法を整備した。 

 この結果を踏まえ、ナトリウム漏えい対策設備の改善を実施し、機能・性能を確認。 
安全性を強化した漏えい対策設備を供用中。 

早期検出 

影響緩和 

早期検出 

影響緩和 

影響緩和 

漏えい抑制 

影響緩和 

影響緩和 次期炉における合理的なナトリウム漏えい
対策設備設計に反映する 

次期炉への展開 



観察範囲 

解析による案内管接続部のイメージ 上部案内管 

接続ピン 

取付けボルト 

下部案内管 

案内管接続部外側 

からの観察結果 

落 下 の 衝 撃
で約8ｍｍの
隙 間 が で き
たことが分か
った。 

接合部 

約2.3m 

約2.1m 

約9m 

接合用 
フランジ 

仕切り弁 

観察窓 

デジタルカメラ 

予備孔 

原子炉容器 

炉
心
上
部
機
構 

予備孔 

観察装置 観察装置の鏡部 

しゃへいプラグ 

（取得済成果） 炉内中継装置落下の復旧工事によりナトリウム機器の保守管理技術を蓄積 
①高温・ナトリウム蒸気環境条件での目視観察技術開発 

炉内状態を模擬した実物大の試験を実施し、観察用鏡部へヒータの取付け、照明光の選定、
カメラ設定を確認した。これらを炉内へ挿入し、高温アルゴンガス、ナトリウム蒸気雰囲気での
目視観察技術を開発した。 

観察用鏡部 

照明用鏡部 

 Ｄ：ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい事故等 ﾄﾗﾌﾞﾙ対策を通じて取得する成果 
  【運転保守】②ナトリウム機器の補修技術（1) 
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炉内中継装置 

12 



簡易キャスク 
（炉内中継装置本体とスリーブ一体引抜き） 

プラバッグ（塩ビシート）を使
用し炉上部大型機器を取
外した 

簡易キャスク(耐熱性）を使用し落下し
た炉内中継装置本体と燃料出入孔ス
リーブを一体で引き抜いた 

プラバッグ 

仮設治具によって作業
中のカバーガスバウンダ
リを確保した                                  

引抜き作業前の状態 

簡易キャスク 

②仮設制御装置による原子炉カバ
ーガス圧力制御技術 

空気の内部侵入を防止するため、
原子炉カバーガス圧力よりも更に
低い圧力（微正圧）に保持し、空気
の内部侵入を防止する。このため、
簡易キャスクやプラバッグに仮設圧
力制御装置を使用した。また、作業
時のプラバッグ内のガス置換方法
の最適化、作業時間短縮方法等を
構築した。 

この技術は、高速実験炉常陽の計
測線付実験装置(MARICO-2)及び
炉心上部機構を回転プラグから引
き抜く際にも使用された。 

 Ｄ：ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい事故等 ﾄﾗﾌﾞﾙ対策を通じて取得する成果 
   【運転保守】 ②ナトリウム機器の補修技術（2) 
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次期炉におけるナトリウム機器
の合理的な引き抜き補修技術
に反映 

次期炉への展開 



「もんじゅ」の主な成果から派生する関連成果 

 

・超大型工作設備 （大型鍛工品成型、大型容器一体加工 等） 
・放射線面的測定技術（原子力災害時に除染や汚染水対策で利用）  

「もんじゅ」各段階での主な成果 関連成果 

・発電システム成立性〔40%出力の確認〕 
・崩壊熱の自然循環除去実証〔模擬試験確認〕 

試運転  

・運転信頼性の実証 〔未実施〕 
・高速炉運転手順書の構築 〔継続中〕 
・トラブル対応からの知見取得 〔継続中〕 

運転、保守 

製作技術革新等 （得られた技術は軽水炉等の構造物建設に反映） 

 
・設計関連17万件、R&D関連2万8千件の図書をもんじゅ内に蓄積 

知的財産の蓄積 （有形無形の技術蓄積を世界にも発信） 

 

・ナトリウム取扱訓練やシミュレータ運転訓練等に、国内から731名、海外から
228名の研修生を受入（平成17～27年度） 

人材育成・教育 （世界的にも有数の技術の伝承） 

 
・高速炉燃料製造技術の確立 ⇒Ｐｕ第三開発室 等    

燃料供給技術の開発 （世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの燃料製造技術） 

 

・大洗地区技術開発施設 ⇒ 50MWSG, AtheNa, FMF, AGF, MMF 他 
・敦賀地区Na関連技術開発施設 ⇒ ﾅﾄﾘｳﾑ工学研究施設 他 
・メーカ内Na関連技術開発施設 ⇒ 東芝、三菱各研究所  

高速炉関連R&Dｲﾝﾌﾗ （整備したﾌｨｰﾙﾄﾞは実証炉開発にも活用） 

 
・日米仏による「常陽」「もんじゅ」でのMA燃焼実証プログラム  等  

海外協力 （得られる成果に世界が注目・期待） 

 
・知的財産等の展開による地元企業への技術移転 （100件以上）  

地域振興 （地元と共に歩む原子力機構） 

・規格基準類の整備 

設計基準 

 「もんじゅ」は基準類整備から設計～建設～運転の各段階で成果を取得中。 
 「もんじゅ」での開発プロセスを進める中で、発展的に関連成果を生み出してきた。 

・設計・製作技術確立 

設計・製作・建設 
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・新規制基準適合対応 〔検討中〕 
・Ａｍ含有炉心特性把握 〔臨界時特性まで〕 
・高速炉用保全計画の構築 〔検討中〕 

当初設計後に付加された役割・対応次項 



MOX燃料製造プロセス 

成 型 

焼 結 

研 削 

充 填 

端栓溶接 ﾜｲﾔ巻付 集合体組立 荷 出 荷 検 査 検 査 

ペレット 

燃料集合体 

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内 

UO2粉末受入 
MOX 粉末又は  
PuO2 粉末受入 

造 粒 

混 合 

秤 量 

検 査 

混 合 
プルトニウムとウランを所定
の割合にして混合する 

成 型 
粉末を押し固めて円筒形に
成型する 

焼 結 
約1,700℃でペレットを焼き
固める 

検 査 
ペレットの寸法･密度･外観を
検査する 

充 填 
製品ペレットをピンに充填す
る 

集合体組立 
ピンを束ねて集合体に組み
立てる 

 【関連成果】 燃料供給技術の開発 
     高速炉燃料製造技術の確立（プルトニウム第三開発室） 

世界トップクラスの燃料製造技術 
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有形無形の技術蓄積を世界にも発信 

16 16 16 

ＪＡＥＡ研究開発成果検索・閲覧システム（ＪＯＰＳＳ）の「研究分野：高速炉開発」に登録している件数 

 【関連成果】 知的財産の蓄積 
     設計関連図書、機器信頼性データ等を蓄積 
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膨大な設計関連図書等を 
もんじゅ内に蓄積 

設計関連図書    １６６，８５７件 

土建原図        ７４３件 

Ｒ＆Ｄ関連図書     ２８，２４２件 

研究開発報告書類    ４，７１３件 

学会誌等掲載論文    ３，１０９件 

口頭発表    ２，３２４件 

合計   １０，１４６件 

機器故障等の 
データを蓄積中 

☆ＦＢＲ機器信頼性データベース（ＣＯＲＤＳ） 

６，７３８件（平成２年４月以降）の設備の保修実
績（保修票）から、６５７件の機器故障データを抽
出して整理し、登録 

☆品質マネジメントシステムによる不適合管理 

５１１件の是正処置、６２７件の予防処置 



世界的にも有数の技術の伝承 

平成１７年度から平成２７年度の間に、海外から２２８名の研修生を受入。 

年度 
合計 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 

原子力研究交流制度（文部科学省） ２ ３ １ １ ７ 

放射線利用技術等国
際交流（講師育成）事
業（文部科学省から受
託） 

原子力行政コース ９ １０ １０ １０ ３９ 

原子力プラント安全コース ８ ７ ２０ ２０ ２７ ３０ １０ １０ １０ １０ １５２ 

原子力施設立地コース ７ ７ １４ 

ナトリウム取扱研修（韓国原子力研究所） ５ １１ １６ 

合計 ２ １１ ８ ２０ ２０ ２８ ３０ １９ ２５ ３８ ２７ ２２８ 

平成１７年度から平成２７年度の間に、国内から７３９名の研修生を受入。 

事業名 対象者 主な内容 参加者数 

福井工業大学夏期実習 福井工業大学 シミュレータ運転訓練、ナトリウム消火体験 等 ７８ 

インターンシップ 福井工業高等専門学校 シミュレータ実習、ナトリウム取扱体験 等 １４ 

インターンシップ 京都大学 シミュレータ実習 等 ２２０ 

インターンシップ 大阪大学・福井大学 合同 ナトリウムに関する実習、シミュレータ実習 等 ５２ 

原子力関連業務従事者研修 地域技術者、企業 高速増殖炉の原理、特性と安全対策 等 ７２ 

検査業務部員の技術研修 原子力安全基盤機構 ナトリウム取扱実習 等 ２１ 

高速増殖炉運転管理専門技能研修 原子力安全基盤機構 シミュレータ実習 等 ２４ 

職員研修 原子力規制庁 シミュレータ実習、ナトリウム実習 等 ２１ 

敦賀「原子力」夏の大学 大学生 シミュレータ実習、供用期間中検査体験 等 １９３ 

原子力道場全国大会inつるが 大学生 もんじゅに関する講義 等 ４０ 

原子力・エネルギー教育推進支援事業 社会人、学生 ナトリウム、非破壊検査に関する実習 等 ４ 

 【関連成果】 人材育成・教育 
     ナトリウム取扱訓練やシミュレータ訓練等に、国内外から研修生を受入 
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受入国：バングラデシュ、中国、インドネシア、カザフスタン、韓国、マレーシア、モンゴル、フィリピン、スリランカ、タイ、トルコ、ベトナム 



高速増殖炉/高速炉の安全性強化 廃棄物減容・有害度低減 

 再処理技術開発 
 燃料製造技術開発 
 炉心燃料材料開発・燃料照射試験 

プルトニウム燃料
第一開発室 

照射燃料試験施設 

「もんじゅ」 

「常陽」 

高レベル放射性物質
研究施設(CPF） 

プルトニウム燃料
第三開発室 

照射燃料集合体試験施設 

 シビアアクシデント対策試験 
 炉外/炉内冷却試験 
 蒸気発生器冷却試験 
 損傷炉心の冷却試験 

冷却系機器開発試験施設 
（AtheNa） 

プラント過渡応答試験
施設（PLANTDL） 

溶融燃料挙動試験
装置（MELT） 

水流動試験装置 
（HTL） 

ナトリウム工学研究施設 

高速増殖炉開発成果とりまとめ 

 【関連成果】 高速炉関連 R&Dインフラ整備 
                      ＜研究開発を実施する主な施設＞ 
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日カザフスタン二か国間 

【主なプロジェクト】 
EAGLE試験 

【主なプロジェクト】 
安全基準、運転・保守ガイドラインの構築（SDC/SDG） 
廃棄物の減容に資する照射試験（GACIDプロジェクト） 

GIF（多国間） 

日仏二か国間 

【主なプロジェクト】 
ASTRID協力 

【主なプロジェクト】 
民生用原子力エネルギー研究WG（CNWG） 

IAEA（多国間） 

【主なプロジェクト】 
革新的原子炉と燃料サイクル国際プロ
ジェクト(INPRO) 

日米仏三か国間 

【主なプロジェクト】 
ナトリウム冷却高速炉の協力に関する覚書 

OECD/NEA（多国間） 

【主なプロジェクト】 
原子力革新2050イニシアチブ（
NI2050） 

【狙い】 
日米仏主導の安全基準を国際標準化 
高速炉の共通技術開発を日仏分担で
実施することによる合理化 
日本の施設の国際的な活用を推進 

【狙い】 
日米仏主導の安全基準を国際標準化 
安全性、廃棄物減容研究の協働、データ
共有による合理化 

【狙い】 
日米仏主導の安全基準を国際標準化 
安全性、廃棄物減容研究の協働、データ共有による合理化 

【狙い】 
各国の研究開発動向の把握 
日本の施設の国際的な活用の推進 

【狙い】 
苛酷事故に関する試験を共同で実施
し、苛酷事故対応技術の確立 

【狙い】 
各国の研究開発動向の把握 
日本の施設の国際的な活用を推進 

【狙い】 
日米仏主導の安全基準を国際標準化 
多国間で分担することにより効率的に実施、外部資金利用 
日本の施設の国際的な活用を推進 

日米二か国間 

 日仏ASTRID協力や日米CNWGを中心に、日米仏主導の安全基準の国際標準化を目指すと共に、研究開発の効率化を進める。 
 GIFやNEAなどの多国間協力においても、安全基準の国際標準化を目指すと共に、日本の施設の国際的な活用を推進する。 

 【関連成果】 高速炉サイクル技術に係る日本の海外協力 19 



 【関連成果】 高速炉サイクル技術に係る日本の海外協力 20 

平成１７年度から平成２７年度の間に、９２回の国際会議を開催し、国内外から約８，２５０名が参加 
年度 

合計 
１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 

国際会議開催回数 １２ ２０ ２２ １１ １０ ６ ３ ３ ３ ２ ０ ９２ 

参加者人数（概数） ４６０ １１７０ １６９０ １５６０ １２７０ １０９０ ３７０ ２００ ２９０ １５０ ０ ８２５０ 

平成１７年度から平成２７年度の間に、国外から４２名（人・年）の研究員を受入。 

年度 
合計 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 

フランスからの受入れ ２ １ ３ ５ ６ ３ ４ ３ ２ ３ ３２ 

アメリカからの受入れ １ １ １ １ ２ 

その他（ドイツ、イギリス、オランダ、ルーマニア） ２ １ １ １ １ ８ 

合計 ４ ２ ４ ６ ８ ５ ４ ３ ２ ３ １ ４２ 

高速炉研究開発の拠点（研究員の受入、国際会議の開催） 

研究員受入れ（米国） 
（平成19年8月20日～9月21日） 

国際協力リエゾンオフィス開所式 
（平成20年7月2日） 

第12回 日仏専門家会合 
（平成20年12月16日） 

第6回 敦賀国際エネルギーフォーラム 
（平成20年6月6日～7日） 



知的財産等の展開による地元企業への技術移転 
特許等の利用による新製品開発(成果展開事業) 

技術交流 

   3回(H28年度) 
  9回(H27年度) 
  3回(H26年度) 
   4回(H25年度)    
   4回(H24年度) 
  14回(H23年度) 
  12回(H22年度)  
  10回(H21年度) 
  13回(H20年度) 

○総件数 425件 (H16年度～H28年度)   

  39件(H28年度) 
  136件(H27年度) 
  178件(H26年度) 
  212件(H25年度) 
  223件(H24年度) 
  283件(H23年度) 
  275件(H22年度) 
  181件(H21年度) 
  212件(H20年度) 

技術相談、オープンセミナー 

技術課題解決促進事業(公募型) 

福井県機械工業協同組合との技術交流 

H24年度実績 
①山田技研株式会社：福井市 

 放射線汚染状況の遠隔監視システムの開発「震災対応」 

②有限会社内田プラスチック：鯖江市 

 ポリ乳酸製洋食器具の開発 

水中観測用放射線システム 

レーザー遮光カーテン 

＊箇所・・・H28年8月末現在 

①福井県鉄工業協同組合連合会 

②松浦機械製作所 
③セーレン 
④越前焼陶芸 

⑤越前打刃物 等 

H25年度実績 
①山田技研株式会社：福井市 

 水中観測用放射線監視システムの開発「震災対応」 

②ディーテック有限会社：福井市 

 形状記憶合金とＣＦＲＰを接合した眼鏡フレームの開発 

H26年度実績 
①ウラセ株式会社：鯖江市 

 レーザー遮光カーテンの開発「震災対応」 

 

ポリ乳酸製洋食器具 

技術相談 

○福井共生室、敦賀商工会議所、武生商工会議
所、鯖江商工会議所に於いて｢技術相談窓口
システム｣を運用。 

企業訪問の実施 
技術交流会の実施 

原子力機構が抱える研究課題や技術相談について、成立性を
見極める事業 

（もんじゅISIでの様子） 

（もんじゅC/V内での様子） 

水中センサー 

＜平成28年度公募課題：7件、8社採択＞  

(「もんじゅ」） 
 ・渦振動を利用したナトリウム流量計の検討・試作 
 ・ナトリウム中ルースパーツ回収治具の検討・試作 
 
(「ふげん」) 
 ・レーザー切断用簡易治具の試作 
 ・運搬台車用段差解消機能 
         アシストパーツの試作 
 ・ファイバーケーブル専用巻取り治具の 
                 試作 
(レーザー共同研究所) 
 ・レーザー加工プロセスシミュレーションコード検証用の 
                  金属光造形試験片の試作 

 ・蒸着物サンプリング機能付レーザー加工ヘッドの検討・試作 

第38回オープンセミナーの様子 
 H28年5月26日,27日 
<敦賀商工会議所、福井商工会議所> 

技術相談の様子 
(福井共生室) 

(「もんじゅ」配管表面清掃装置) 

＜実施事例＞ 

 【関連成果】 地域振興 
                     ＜地元と共に歩む原子力機構＞ 
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「もんじゅ」の成果のまとめ 

１、「もんじゅ」は、発電機能を有する実規模の高速増殖原型炉として、海外技術に頼ら
ない、純国産技術で設計・製作・建設し、これまでに４０％出力（11.2万kWe）の発電
運転を実現し、ループ型高速炉発電システムの成立性を日本で初めて確認。 
また、４０％出力までの機能・性能を確認。 

２、「もんじゅ」建設により、炉心・燃料、機器・ｼｽﾃﾑ、ﾅﾄﾘｳﾑ取扱等の設計・取扱技術に
加え、のちに次期炉や軽水炉他へ活用できる大型機器製造技術等の多くの技術を
開発。 

３、技術開発成果に基づき「高速増殖炉安全設計審査指針」、「高温構造設計指 針」等
の国の指針類の整備に寄与。「高温構造設計指針」はその後学協会規格 （日本機
械学会規格）化し、現在展開中のもんじゅ用維持基準の開発および次期炉に向け
た基準高度化活動のベースを形成。これらの活動により得られた知見の一部は米
国機械学会規格にも反映中。 

４、ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい事故や炉内中継装置落下 等の大きな事故・ﾄﾗﾌﾞﾙを克服すると共に、
運転に伴う中小のトラブル対応を経験し、知的財産の蓄積やﾅﾄﾘｳﾑ取扱人材の育
成等に貢献（有形無形の財産）。 
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別紙 「もんじゅ」成果の取りまとめ （ 1 / 10 ） 

A：設計・製作・建設から取得する成果 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

炉心・燃料 高速炉炉心設計手法（含むコード）の確立  － 

 高燃焼度燃料・材料の設計・製作手法の確立 

炉心燃料集合体最高燃焼度について、当面、最大 64,000MWd/t

での使用許可  

 

 炉心燃料集合体最高燃焼度について、照射試験による耐

スエリング性確認を経て、最大 94,000MWd/t での使用許可 

機器・ｼｽﾃﾑ 高温構造設計手法の確立  － 

 原子炉容器等の薄型高温構造物設計・製作技術の確立  － 

 大型機器の製作・据付技術の確立  － 

 蒸気発生器設計・製作技術の確立  － 

 燃料取扱機等ナトリウム機器設計・製作技術の確立  － 

 計測設備設計・製作技術の確立  － 

 系統システム設計・製作技術の確立  － 

 水・蒸気系設備系統設計技術の確立  － 

 発電所補助システム設計・製作技術の確立  － 

Ｎａ取扱 供用期間中遠隔検査装置開発  － 

安全 （高速炉用の安全評価指針「高速増殖炉の安全性の評価の考

え方」の策定（旧原子力安全委員会業務）） 

 － 

 高速炉の安全評価手法の確立（設計基準事故評価手法、（５）項

事象の評価手法、及び国内外での炉内・炉外の検証試験データ

を含む）  

 － 

 

  



別紙 「もんじゅ」成果の取りまとめ （ 2 / 10 ） 

B：試運転・運転を通じて検証・取得する成果 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

炉心・燃料 増殖比の設計値達成  － 

 炉心設計手法の妥当性確認 

将来炉設計に必要な炉心評価手法の開発・検証 

 性能試験における４０％時までの炉物理データ（Am含有炉心

の臨界性、制御棒価値、等温温度係数）を用いた、設計手法

の妥当性確認および将来炉炉心評価手法の妥当性確認  

 

 

 

 

 

高次化 Pu /Ａｍ含有組成炉心特性の把握と設計・評価手法（核

データ、解析コード）の精度評価及び妥当性確認について 

 臨界試験での炉物理データ（過剰反応度、制御棒価値、等温

温度係数等）での評価実施  

 ４０％試験の出力上昇時の出力係数等の炉心特性を確認  

 

 

 出力上昇試験・本格運転における炉物理データ（出力係

数、燃焼係数、燃料照射後試験による核種組成分析）を用

いた、設計手法の妥当性確認および将来炉炉心評価手法

の妥当性確認 

 本格運転で取得する高燃焼度燃料、MA 含有燃料等の照射

後試験データを用いた将来炉燃料設計手法の開発 

 性能試験から本格運転にかけての遮へい、中性子検出、線

源挙動データを用いた将来炉設計手法の妥当性確認 

 

 

 出力上昇試験で 100%出力までの出力係数、燃焼係数等の

データを取得し、特性を確認する。 

 本格運転段階で長期の燃焼データ（燃焼係数）及び燃料集

合体の照射後試験のデータを取得し、特性を確認する。 

  －  低燃焼度（最大 64,000ＭＷｄ/ｔ）燃料の健全性確認 

 高燃焼度（最大 94,000MWd/t）燃料の健全性確認 

 新型燃料等照射試験 

 Am 等含有 MOX 燃料の照射挙動（含むＧＡＣＩＤ） 

機器・ｼｽﾃﾑ 出力運転の実施 

 ４０％で出力運転実施できること 

 

 100％出力まで出力上昇し、運転できること 

 １サイクル連続運転を数サイクルに渡り継続して、高速炉発



別紙 「もんじゅ」成果の取りまとめ （ 3 / 10 ） 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

電システムが安定稼働できること・信頼性があることの実証 

 系統システム・機器等の設計技術検証 

 40％出力時のヒートバランス等の静的な設計検証データ取

得  

 40％電気出力時の外乱発生時のﾌﾟﾗﾝﾄ制御系の応答特性の

設計検証データ取得  

 

 75％、100％出力時のヒートバランス等の静的な設計検証

データ取得 

 75％、100％電気出力時の外乱発生時のプラント制御系の

応答特性の設計検証データ取得 

 熱交換器伝熱管汚れ係数など、経年変化時の設計検証デ

ータ取得 

 ＩＳＩ・ｻｰﾍﾞﾗﾝｽ材による健全性確認 

 解体時に得られる経年データ取得（一定程度の運転を実施

した上で） 

 プラント過渡特性把握 

 ４０％電気出力時の一部（タービントリップ）の過渡特性把握  

 

 40％（残り／主ポンプトリップ、外部電源喪失、ＳＧ水リーク

模擬等）電気出力時の過渡特性把握 

 75％及び 100％電気出力時の過渡特性把握 

 将来炉設計に必要な熱流動解析手法の開発・検証 

 もんじゅ機器開発用などの炉外試験データや、もんじゅ性能

試験で実施した過渡試験におけるデータ取得（40%トリップ試

験データなど） 

上記データの活用で構築できる熱流動解析手法の開発 

 

 炉外試験等を用いて開発された将来炉向けの熱流動解析

評価手法について、各種過渡試験や自然循環試験を含む

性能試験及び本格運転段階で取得するデータを用いた解

析評価手法の妥当性確認と手法の高度化 

 規格・基準類研究への貢献 （高温構造規格・材料基準、核デー

タ、高速炉用維持基準） 

 もんじゅ用高温構造設計基準（材料基準含む）の民間規格化

（日本機械学会規格の発刊） 

 

 

 

 高温構造設計基準の供用期間（30 万時間）を通じた実プラ

ントによる検証（注１） 

 高速炉用維持規格の整備（日本機械学会で策定中） 



別紙 「もんじゅ」成果の取りまとめ （ 4 / 10 ） 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

 

 性能試験時（炉物理試験・４０％出力試験）の炉物理データを

用いた核データの妥当性確認  

 実証炉用規格体系の整備（日本機械学会で策定中） 

 性能試験（40％～100％）から本格運転にかけての炉物理

データ（燃料照射後試験による核種組成分析等）を用いた

核データの妥当性確認・改良 

 燃料取扱機等の取扱実績 

 新燃料及び照射量の低い使用済燃料の燃料交換実績 

 

 燃焼燃料の燃料交換実績 

 燃焼燃料の燃料処理（洗浄、缶詰等）の実績 

安全 自然循環による崩壊熱除去能力の実証 

（実証に向けて以下の技術開発を実施） 

 ポンプ入熱を熱源とした 2 次主冷却系自然循環模擬試

験によるナトリウムシステムの自然循環特性把握 

 40%出力までの試験データによるプラント動特性解析コ

ードの検証 

 

 炉心崩壊熱を熱源としたシステム全体における自然循環除

熱能力の実証 

 

（注１） 高温構造設計基準は、機器を高温で長期に渡り供用することにより構造に生じ得る損傷を評価している。この評価は材料試験などのデータに基づき構築されたモデル

によるが、実機で基準を「検証」するためにはもんじゅの長期運転が必要である。 
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C：高速炉の運転・保守を通じて取得する成果 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

 ナトリウム管理技術（純度管理、放射性物質の移行挙動等） 

【純度管理】 

 40%出力までの取得した運転データにより Na 純度は試験運

転中も含め高い純度で保たれたことを確認 

1) 1 次冷却系、2 次冷却系のコールドトラップ運転データ 

2) ナトリウムサンプリングによるナトリウム中の不純物濃度

等の測定データ 

3) 水素やトリチウムの分布データ 

 

 

 

【移行挙動】 

 冷却系統のトリチウム（放射性水素）／水素の移行挙動 

1) 性能試験（H7 年）データを用い、トリチウム（放射性水

素）／水素の移行挙動解析コードの解析モデルの検証 

 放射性物質の冷却系内移行挙動 

1) 放射性物質の冷却系内移行挙動とプラント内線源分布

の評価解析コードシステムの開発 

2) 放射性物質のナトリウム中移行・沈着量とこれに伴う線

量率分布の評価法整備 

3) 実験炉「常陽」の 1 次冷却系放射性腐食生成物（CP）測

定データを用いてシステム及び評価法の検証 

 

 

 

 40%出力以降、定格出力までの運転データ取得と純度管理

技術の確立 

1) 1 次冷却系、2 次冷却系のコールドトラップ（CT）運転デ

ータの採取 

2) ナトリウムサンプリングによるナトリウム中の不純物濃

度等の測定データ 

3) ＣＴによるナトリウム純化効率と設計上のＣＴ再生又は交

換時期の検証 

4) CT の再生又は交換技術及びメンテナンス技術  

 

 水素やトリチウム及び 1 次冷却系内の放射性腐食生成物

（CP）の挙動評価手法の高度化 

1) 本格運転で原子炉起動時、出力運転時の水素やトリチ

ウム及び 1 次冷却系内の放射性腐食生成物の分布、特

に配管・機器表面への沈着分布に関するデータの取

得、評価手法の高度化・検証 

 トリチウム（放射性水素）／水素の移行挙動の検証・改良

項目 

〇炉心部での CP 生成モデルの開発・検証 

〇1 次冷却系内の CP 移行・沈着モデルの検証・改良 

○ナトリウム純化機器での CP 捕獲量評価 

〇配管表面及び空間線量率評価モデルの検証・改良 
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 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

 放射性物質の冷却系内移行挙動の検証・改良項目 

〇蒸気発生器伝熱管内面の酸化被膜の形成、水素透過モ

デル、及び管材内の水素拡散モデルの開発・検証 

〇炉心部でのトリチウム生成モデルの開発・検証 

○ナトリウム純化機器のトリチウム捕獲量評価 

〇トリチウムと水素と同位体効果モデルの開発・検証 

 【洗浄技術】 

 EVST 貯蔵方式を採用し、湿式洗浄による Na 洗浄技術の開

発 

 照射済み燃料集合体や燃料取扱機器の洗浄手順及びナトリ

ウム廃液等の減容処理手順の妥当性確認 

 

 

 CP 起因による被ばく量の把握を含む使用済燃料等の洗浄

実績の蓄積 

 ナトリウム中作動機器の蒸着ナトリウムの影響や付着する

CP による被ばく影響評価 

 CP を含んだ蒸着ナトリウムの除去技術の検証 

 供用期間中検査装置の実機での検証 

 原子炉容器、蒸気発生器、1 次主冷却系配管の検査装置開

発 

 

 「もんじゅ」ＩＳＩ（供用期間中検査）経験 

 定期検査でこれらの検査装置を使用し、実機適用を通じた

初期技術性能実証 

 改良技術の性能確認 

運転・保守 点検経験蓄積による高速炉保守管理技術 

 建設段階での保守管理技術 

 

 

 定期検査工程短縮 

1) 保全計画に基づく定期検査工程を具体化し、それと実証

炉設計（JSFR）における定期検査工程を比較分析。 

もんじゅで確認できる定期検査工程短縮方策の摘出 

 

 点検手入れ前データの活用や運転初期の故障等の保守・

保修経験を踏まえた保全の有効性評価による改善と最適

化 

 

 定期検査の実績 

 定期検査実績に基づき適正化する分解点検等の保全周

期 
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 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

 工程短縮のために実証炉設計で反映すべき要求事項の

摘出 

 運転経験に基づく運転手順書類/保安規定の整備 

 40％出力運転までの運転手順書類 

プラント起動・停止運転手順書、 報処置手順書、 

故障時・異常時運転手順書、 異常時運転手順書 II（設計基準外事象

対応）、 アクシデントマネジメントガイド 

 ナトリウム漏えいに係る異常時運転手順書の整備 

 40%出力までの運転経験に基づく水漏えい検出設備の特性

把握 

 「もんじゅ」用保安規定整備を通じた FBR 保安規定案の作成 

 

 定格出力運転までの運転手順書 

 

 

 

 － 

 40%出力以降、定格出力までの水漏えい検出設備の特性把

握、運転手順書類/保安規定の整備 

 運転経験に基づく FBR 保安規定案の整備 

 蒸気発生器伝熱管破損対策（高温ラプチャに対する安全裕

度向上対策）による蒸発器ブローダウン性能の確認（蒸発

器放出弁増設後） 
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Ｄ：ナトリウム漏洩事故等 トラブル対策を通じて取得する成果 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

運転・保守 ナトリウム漏えい対策技術 

 2 種類の腐食機構（NaFe 複合酸化型腐食及び溶融塩型腐

食）を明らかにし、ナトリウム漏えい時の床ライナの腐食減肉

量の評価手法の整備 

 この結果を踏まえた漏えい対策技術確立（機能や性能を確

認後、漏えい対策設備の供用開始） 

 温度計の流力振動防止のための設計方針確立 

 汎用技術基準として「配管内円柱状構造物の流力振動評価

指針」（日本機械学会）策定 

 

 － 

 ナトリウム機器の補修技術 

 炉内中継装置落下トラブルの復旧対応を通して、高温・ナト

リウム蒸気環境条件での目視観察技術、仮設制御装置によ

る原子炉カバーガス圧力制御技術等を確立 

 

 － 

 運転時のトラブル経験から得られる知見蓄積 

 ４０％出力運転までのトラブル経験からの知見について蓄積  

 

 運転初期の初期故障、トラブル経験からの知見について蓄

積 

 ランダム故障など、今後の運転で発生するトラブル事案から

得られる知見 
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E：新規制基準への適合性審査対応、保守管理上の不備への対応等の付加された取組みから取得する成果 

 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

機器・ｼｽﾃﾑ 中越沖地震・東日本地震などを踏まえた耐震設計関連の安全性

向上対策  

 排気筒の耐震補強工事、原子炉背後斜面の裕度向上対策

工事等 

 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に

伴う耐震安全性総合評価（耐震バックチェック） 

 福島第一原子力発電所事故を踏まえたもんじゅの地震・津

波に対する裕度評価（ストレステスト） 

新規制基準に適合する基準地震動/基準津波に対する耐震設

計関連の安全性向上対策 

 新たな基準地震動/基準津波に対する健全性評価 

 新たな基準地震動/基準津波に対する補強工事及び安全

性向上対策工事 

 敷地内及び敷地周辺（陸域、海域）の地質・地盤・活断層等の基

準地震動及び基準津波策定に係る基礎情報 

敷地内破砕帯評価 

- 敷地内破砕帯に係る新たな活動性評価手法の模索及びも

んじゅへの適用 

新規制基準適合性審査申請書に記載する地質・地盤・地震・津

波の評価及び基準地震動/基準津波の策定 

敷地内及び敷地周辺の地質構造（断層や破砕帯）の一般的な

活動性評価手法の構築 

運転・保守 点検経験蓄積による高速炉保守管理技術の整備 

 保守管理業務支援システムの構築 

 

 

 Na 冷却型高速炉特有の保守管理の規格基準の制定 

 運転による劣化データを反映した保守管理技術 

 劣化メカニズムに基づく高速炉プラントの保全計画構築 

 安全機能の重要度がクラス１、２及び低温停止中に保安規定

で機能要求があるクラス３の機器  

 

 左記以外のクラス３機器 

 定期事業者検査用保全計画を構築し、高速炉用保全プロ

グラムの構築。 

安全 将来炉設計に必要な高速炉の安全評価手法の開発・検証（もん

じゅデータの利用） 

（ナトリウム燃焼関連） 

 ナトリウム燃焼解析技術の構築（ASSCOPS, SPHINCS（質点

 

 

 

 － 
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 現時点で取得済の成果 未取得の成果 

系）および AQUA-SF（多次元系）） 

（ナトリウム-水反応関連） 

 ナトリウム-水反応関連数値解析技術の構築（SWACS（圧力

伝播挙動評価）, LEAP（伝熱管群内破損伝播挙動評価）, 

SERAPHIM（ナトリウム-水反応に伴う多次元熱流動評価）） 

 

 

 実機規模蒸気発生器伝熱管破損対策の有効性確認 

 高温ラプチャに対する安全裕度向上対策としての蒸発器ブ

ローダウン性能確認（蒸発器放出弁増設後） 

 重大事故対応 

（SA 対策の有効性評価手法、設備改造・機能確認、重大事故対

応手順の確立） 

 確率論的リスク評価（PRA）手法の整備・適用及びナトリウム

機器の信頼性データベースの構築  

 福島第一原子力発電所事故を踏まえたもんじゅの重大事故

評価手法（S-COPD、SAS4A、SIMMER-III、CONTAIN-LMR

等）、重大事故等対策（自然循環への移行手順、代替電源確

保及びつなぎ込み手順、燃料池への給水等）を整備  

 新規制基準への対応を通じた重大事故評価手法の整備 

 CABRI 試験等の知見に基づく評価手法の整備と検証 

 重大事故評価コードの検証試験データの取得（EAGLE

試験・MELT 試験等） 継続 

 

 

 

 

（東電福島事故を踏まえた新規制基準の整備（原子力規制委

員会業務）） 

 新規制基準への対応を通じた重大事故評価手法の整備 

 EAGLE 試験・MELT 試験等に基づく重大事故評価のた

めの検証データの拡充 

 運転経験を反映させながら PRA を実施し、安全性向上方策

の有効性を確認 

 新規制基準への対応を通じて、高速炉の重大事故対応手

順書体系を整備 

 

 


